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環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）に関する意見書 

２０１４年（平成２６年）１月２３日 

愛知県弁護士会 会長 安井 信久 

 

意見の趣旨 

１ 国民生活に重大な影響を及ぼす可能性があるＴＰＰ交渉は、秘密交渉として行

うべきではなく、国民主権原理に基づく国会の権能から考えて、公開されるべき

である。 

２ ＴＰＰ交渉と並行して行われているアメリカとの非関税障壁に関する交渉につ

いては、交渉内容を明らかにして、国民的議論に付すべきである。 

３ ＩＳＤＳ条項は、憲法７６条１項に違反する疑いが強く、国会の立法活動をも

大きく制約する可能性が高い。加えて、国民主権原理を侵害するおそれがあり、

基本的人権尊重主義に深刻な混乱をもたらすから、同条項の締結には反対である。 

 

意見の理由 

第１ 秘密交渉の問題について（意見の趣旨１、２項） 

１ 非関税障壁の撤廃と国民の権利 

 日本政府が本年７月から交渉に参加した環太平洋戦略的経済連携協定（以下、

「ＴＰＰ」という）は、関税だけでなく広く非関税障壁一般の撤廃を目的とし

ている。 

 ＴＰＰ交渉は、２００６年に発効したニュージーランド、シンガポール、チ

リ、ブルネイ間の同名の協定の参加国及び分野を拡大して交渉されているもの

である（以下、４ヶ国の協定を「原協定」という）。原協定第１章第１条は、

「締約国間の貿易の拡大・多様性を進めること、障壁を除去し物品及びサービ

スの貿易を円滑化する…（中略）ことを目的とする。」としており、同協定が

広く非関税障壁の撤廃を目的とすることを明らかにしている。交渉されている

２１分野の内、関税に関連する分野は３分野に過ぎず、その他は、非関税障壁

撤廃と制度的取り決め等に関する分野である。この中には、食の安全や医療、

環境、労働、国民生活に不可欠な各種サービスに関わる事項が含まれ、例外規
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定に該当しない限り協定本文の規定が全面的に適用される（ネガティブリスト

方式の採用）。このため広範な非関税障壁が撤廃されることが予め予定されて

いる（弁護士制度及び法曹養成制度等も法的サービスに該当ないし関連するた

め、ネガティブリストに記載されない限り、ＴＰＰ本文の規定に従う。たとえ

ばＴＰＰではサービス拠点の設置要求は禁止されている。原協定第１２章７

条）。こうした非関税障壁の多くは、法律に基づいて行われていることが多い

ことから、ＴＰＰ協定の発効に伴い、ＴＰＰ協定の履行のため多数の法律の改

廃が必要となることが予想される。 

 非関税障壁とは、広く国家の規制、制度や慣行（民間慣行を含む）を意味す

る*1。経済活動に対する国家の規制は、国民の生命・健康・財産や環境の保護

を目的としてなされるものであり*2、規制の撤廃は多くの場合、国民の生命・

健康等に対する保護を弱める可能性が高い。第１８回ＴＰＰ交渉会合に参加し

た鶴岡公二首席交渉官は、交渉後の記者会見においてＴＰＰは「日本全体の在

り方に影響を及ぼす」と述べており、広範な分野の非関税障壁の撤廃が国民の

生活に大きな影響を及ぼす可能性に言及している（中日新聞２０１３年７月２

６日）。 

２ 秘密保持契約 

 しかるに、ＴＰＰ交渉は、交渉参加に先立ち、秘密保持契約を結ぶ異例の秘

密交渉として行われている。このため、国民及び国民を代表する国会が民主的

コントロールを及ぼす機会が完全に奪われている。先の記者会見で、同交渉官

は、「政府だけで決めることはできない」として国民と情報を共有する手法を

考えたいとしていたが（中日新聞２０１３年７月２６日）、現在に至るまで国

会及び国民の間で議論する基礎となる確実性ある情報は提供されていない。 

 しかも、ＴＰＰ発効後、もしくは、ＴＰＰが合意に至らなかった場合は、最

後の交渉会合から４年間は、交渉原文、各国政府の提案、添付説明資料、交渉

の内容に関するＥメール及び交渉の文脈の中で交換されたその他の情報（以下、

「協定関連情報」という）を秘匿することが計画されている*3。 
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３ 条約の解釈と協定関連情報の関係及び国会の承認 

 条約法に関するウィーン条約第３１条は、条約の解釈は、「文脈により…解

釈するものとする」（１項）とした上、条約の解釈上、「文脈」には、条約文

（前文及び附属書を含む。）のほかに、「（ａ）条約の締結に関連してすべて

の当事国の間でされた条約の関係合意」、「（ｂ）条約の締結に関連して当事

国の一又は二以上が作成した文書であってこれらの当事国以外の当事国が条約

の関係文書として認めたもの」を含むとしている。このため協定関連情報は、

ＴＰＰ協定の条文を解釈する上で欠くことができないものである。判明してい

る限りでも、ＴＰＰ協定には、「公正」「衡平」「合理的」等、抽象的な条項

を多数含んでいるため「文脈」としての関連情報の必要性はいっそう高い。と

ころが、発効後４年間、協定関連情報を秘密にする前提では、国会は意味内容

が確認できない条約に対して承認を求められることになり、国民主権原理に違

反する。 

 国会は、各分野に渡り国民生活に及ぼす影響をそれぞれ検討し、全体につい

て承認をするか否かを求められることになる。この場合に、国会が条文の内容

を確定することができないまま承認を求められるのは日本国憲法７３条３号但

書が条約に対する承認権を国会に与えている国民主権の趣旨を没却するもので

あり、また、不明確なまま承認をした場合、条約締結に関連して改正すべき国

内法が判明しないまま国会が承認を与えることになるから、憲法４１条の趣旨

にも反する。 

 よって、ＴＰＰ交渉は、秘密交渉として行うべきではなく、国民主権原理に

基づく国会の権能から考えて、公開されるべきである。 

 また、ＴＰＰ交渉参加に関するアメリカの同意を得るに当たり、政府は、Ｔ

ＰＰ交渉継続中、アメリカとの二国間の非関税障壁に関する交渉を別に行い、

法的拘束力ある措置を採ることを合意している。並行する二国間交渉の内容も

ほとんど伝えられていない。アメリカがＴＰＰ加盟国の中では群を抜いた経済

力を有する大国であることはいうまでもなく、非関税障壁に関する日米二国間

交渉は、国民の権利や利益、生活に大きな影響を及ぼす。 

 よって、政府は日米二国間交渉の内容を明らかにし、国民的議論に供すべき
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である。 

 

第２ ＩＳＤＳ条項（投資家対国家紛争解決制度条項）の問題について 

（意見の趣旨第３項） 

１ ＩＳＤＳ条項とは 

 ＴＰＰ協定には、ＩＳＤＳ条項（Investor-State Dispute Settlement）が含まれる

ことが確認されている。 

 ＩＳＤＳ条項とは、外国投資家に対して、協定に違反する、投資受入国政府

（地方自治体、政府投資機関を含む）の行為（不作為を含む）により、損害を

被った場合に投資受入国の裁判所ではなく、投資仲裁手続に付託する権利を事

前に包括的に付与する条項である。 

２ 憲法７６条１項との関係 

 憲法７６条１項は「すべて司法権は、最高裁判所及び法律の定めるところに

より設置する下級裁判所に属する。」と司法の統一的帰属を定める。 

 司法権とは、具体的な権利義務に関する紛争（以下、「具体的争訟」という）

に関して、法を宣言して適用することによって紛争を解決する国家の作用をい

う。ＩＳＤＳ条項は、本来、わが国の司法権に属するわが国の国内の具体的争

訟について、わが国の司法権を回避して私的な制度である仲裁制度に付託する

権利を予め包括的に認める。 

 わが国の管轄内の具体的争訟で、国際法によりわが国の裁判所に第一次裁判

権が認められない例は、わずかに外交官特権にかかるもの（外交関係に関する

ウィーン条約）、日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約

第六条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する

協定（以下、「日米地位協定」という）に基づくものしか存在しない。深刻な

問題が指摘されている日米地位協定も、協定文言上は、わが国の裁判所の第一

次裁判権が否定されるのは、米軍内部の犯罪及び隊員等の公務執行中の犯罪に

限るなど、わが国司法権に与える影響を最小限にするように配慮されている*4。 

 また、政府は、ＴＰＰ交渉参加問題が表面化するまで、国連自由権規約選択

議定書が定める個人通報制度を締結しない理由として、「司法権の独立」（憲

法７６条３項）を挙げていた*5。すなわち国際法上の理由で、司法権に制限を
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加える場合でも、憲法に反する場合があり得ることを認めていた。基本的人権

を充実する方向での条約締結には消極的な一方、社会権を初めとする基本的人

権の侵害を招きかねない外国投資家の投資財産や活動を特別に保護するＩＳＤ

Ｓ条項を締結するのは日本国憲法の原則と矛盾する対応である。 

 今日、わが国国内で事業を展開し、あるいはわが国に投資し、または投資し

ようとする外国投資家は、多数かつ広範囲にわたる。したがって、ＩＳＤＳ条

項を締結することは、かつてない広範囲な第一次裁判権の放棄を承認すること

を意味する。 

３ 投資仲裁の実体規定（仲裁規範） 

 投資仲裁において用いられる実体規定（仲裁規範）は限られており、外国投

資家に対して公正かつ衡平な待遇を与える義務、間接収用法理などの抽象的な

規定が具体的な紛争解決基準として大きな役割を果たしている*6。 

 これらの実体規定は、自由貿易と公正な競争市場の形成によって、諸国民の

福利が最大化するとの規律原理を有する国際経済法の立場*7から立案されてい

る。また、アメリカの２００２年超党派大統領貿易促進権限法*8によれば、「米

国の法律が、全体として、国際法が要求するレベル以上の保護を投資に与えて

いる」（2102 条(ｂ)（３）柱書き）との認識の下、「米国の法理及び慣行に基

づく公正かつ衡平な取扱いに対する基準の設定を求める」と規定しているよう

に、仲裁に関する実体規定は、投資受入国に対して、外国投資家にかかる高度

な投資の保護、経済活動の自由の保障を求めるものである。公正かつ衡平な待

遇を与える義務には、国際慣習法上、たとえば「外国投資家の投資財産保護に

関する慎重な注意」、「投資家の正当な期待の保護」が含まれるとされている。

上記大統領貿易促進権限法によれば、アメリカ企業・アメリカ投資家を当事者

とする投資家仲裁では、米国の法理や慣行に基づく高度な投資保護が求められ

る可能性がある。 

 以上を前提とすれば、投資家仲裁における基本ルールは、外国投資家の投資

やその活動の自由を特段に保護することを一方的に求めるものとなる可能性が

高い。 

４ 日本国憲法との整合性 

 わが国憲法上、経済的自由に対しては、合理的な政策目的による制限を認め、
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制限に関する裁量が認められる一方、民主主義の基盤となる精神的自由につい

ては、やむを得ない場合に限って制限が認められ、その場合においても制限は

必要最小限のものでなければならないなど、厳しい制約を課している（精神的

自由優位の二重基準）。ところが、ＩＳＤＳ条項の実体規定は、これとは逆に、

外国投資家に対して特別な保護を与えることを認めるものであり、日本国憲法

の基本的人権秩序に深刻な混乱をもたらす可能性が高い。とくに外国投資家に

対する特別な保護は、これと対抗関係にある社会的基本権を侵害する結果をも

たらす恐れが否定できない。 

 さらに、外国投資家に投資家仲裁廷に付託する特権を与えることは、国会の

立法活動にも深刻な影響をもたらす。条約は法律に優位することから、公正か

つ衡平な待遇義務に違反する法律は、改廃すべきであるところ、概念が広汎で

あり、いかなる法律がこれに反するかの判断には著しい困難が伴う。係争事案

が生じ、仲裁判断がなされるまで判明しないこともあり得る。また、今後の立

法活動に当たって、公正かつ衡平な待遇義務に違反する立法はなし得ないため、

この概念の広汎性は、立法活動に著しい制約をもたらす可能性がある。さらに、

巨大な多国籍企業の場合、勝訴の見込みが低くても、巨額の賠償を仲裁付託し、

あるいは仲裁付託する旨、政府に通告することによって、国会の立法活動、内

閣の行政活動、さらには司法の活動を萎縮させることも生じる*9。 

 投資家仲裁廷における仲裁人は、原告である外国投資家と、被告である投資

受入国政府がそれぞれ仲裁人を１人選任し、両者の合意で第３の仲裁人を選任

するものであるが、仲裁廷は、その事件限りのものであり、裁定を下せば解散

し、上訴制度も存在しない。絶対的な権限を与えられる仲裁人の資格や選任手

続も厳格なものではない*10。国家の制度や慣行を裁くにも拘わらず、仲裁人は

誰にも責任を負わない。にも拘わらず、裁定には被告である投資受入国の国内

の確定判決と同一の効力があると規定されている例もある*11。国家の制度、規

制や慣行を裁く制度であるにも拘わらず、適正かつ慎重な制度設計になってい

ない。  

 以上を踏まえれば、ＩＳＤＳ条項は、憲法７６条１項に違反する疑いが強い

とともに、国会の立法活動をも大きく制約する可能性が高く、国民主権原理を

侵害するおそれがあるとともに、基本的人権尊重主義に深刻な混乱をもたらす
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ものである。 

 よって、ＩＳＤＳ条項の締結には反対である。 

                                                 

*1中川淳司外「国際経済法（第 2 版）」９ｐは、公正な競争条件の確立をはばむものとして「国家による規制

や制限、私人・私企業による競争制限的慣行」を挙げる。 

韓国法務省「韓米ＦＴＡ交渉：国際投資紛争分野対応方案」は「措置(action または measure）は政府の法規定、

制度、慣行、不作為、公務員の事実的行為等を含む広範囲な概念である」としている。 

*2総務省「規制の事前評価に関するガイドライン」（平成 19 年 8 月 24 日）１ｐ「規制は、社会秩序の維持、

生命の安全、環境の保全、消費者の保護等の行政目的のため、国民の権利や自由を制限し、又は国民に義務を

課すものである。」 

*3ニュージーランド首席交渉官マークシンクレア：

http://www.mfat.govt.nz/Trade-and-Economic-Relations/2-Trade-Relationships-and-Agreements/Trans-Pacific/1-TPP-Tal

k/0-TPP-talk-29-Nov-2011.php 資料メモ３ 

*4日米地位協定１７条３項 

（ａ） 合衆国の軍当局は、次の罪については、合衆国軍隊の構成員又は軍属に対して裁判権を行使する第一次

の権利を有する。 

  （i） もつぱら合衆国の財産若しくは安全のみに対する罪又はもつぱら合衆国軍隊の他の構成員若しくは軍属

若しくは合衆国軍隊の構成員若しくは軍属の家族の身体若しくは財産のみに対する罪 

  （ii） 公務執行中の作為又は不作為から生ずる罪 

（ｂ） その他の罪については、日本国の当局が、裁判権を行使する第一次の権利を有する。 

*5 2006年 12月『市民的・政治的自由に関する国際規約第４０条１項ｂに基づく第５回政府報告』 

  「我が国憲法の保障する司法権の独立を含め、司法制度との関連で問題が生じるおそれがあり、慎重に検討

すべきであるとの指摘もあることから、本制度の運用状況等を見つつ、その締結の是非につき真剣かつ慎重に

検討しているところである。」 

*6中川淳司外「国際経済法（第 2版）」352～353ｐ、356～３５０ｐ。小寺彰「投資協定における「公正かつ衡

平な待遇」－投資協定上の一般的条項の機能－」等、文献多数。 

*7中川淳司外「国際経済法（第 2版）」8ｐ～9ｐ“国際経済法の規律原理」 

*8アメリカ合衆国憲法上、通商協商の権限は議会に専属し（8条 3項）、大統領には貿易協定を締結する権限は

ない。このため貿易協定の交渉に当たって、大統領は議会から授権されることが必要になる（ＴＰＡないしフ

ァーストトラックと呼ばれる）。最新の授権法が「2002 年超党派大統領貿易促進権限法」であるが、2007 年 7

月 1 日に失効している。この法律によって、大統領に授権する貿易協定の内容を極めて詳細に規定している。

ＲＩＥＴＩ経済産業研究所のサイトで日本語訳が公開されている。 

*9韓国法務省「韓米ＦＴＡ交渉：国際投資紛争対応方案」 

*10国際司法裁判所は常勤の 15名の裁判官によって構成され、5名毎に改選される。5名は世界の 5つの地域を

代表する者で、国連総会及び安全保障理事会のそれぞれで絶対多数の得票を得るものとされている。 
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*11ＩＣＳＩＤ（投資紛争解決国際センター）憲章 54条 


